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【取り組みの方針や背景】
○ 事業の急速な海外（新興国）への展開による人材の移動に伴い、国内での人材確保のため60歳以上の雇用
について制度設計を検討。

○ 60歳以上の従業員の意欲及び能力に応じた多様な雇用機会を確保し、更に活躍できる制度を目指した。

【具体的な取り組み内容】
○ 60～65歳までの働き方について、３つの働き方を制度化。
①職制契約社員：定年前に管理職だった者を引き続き管理職として再雇用。

賃金は下がらず、評価次第では上昇も。契約は１年毎の更新制。
②嘱託SE（ｼﾆｱｴｷｽﾊﾟｰﾄ）：1日8時間勤務の月給制。（大部分はこの働き方。）
③嘱託：1日4時間勤務の時給制。（8時間勤務を本人が希望しない方。）

○ 65～70歳までについて、2種類の働き方を制度化。
①嘱託EE（ｴﾒﾘﾀｽｴｷｽﾊﾟｰﾄ）：65歳以降も引き続き同社で就業。（技能伝承など後継者の育成）
②子会社であるヨロズサービス（派遣会社）に転籍：他社や子会社において就業。

【今後の展望】

○ 今後の課題は、高齢者が高い意欲を維持しながら働ける環境を維持すること、健康管理や病気のリスク等
への対応、高齢職員がプレイヤー化してきており技能伝承が難しくなっていること、若年層・中年層の昇進
が遅くなることについて、モチベーションが下がらないようにすること。

取り組みのポイント

○創立：1948年４月１日
○従業員数：541人（単独）、7,318人（連結）（いずれも2019年３月末日現在）
○事業内容：自動車部品、農業機械部品、生産設備の開発・設計・製造・販売

企業概要

株式会社ヨロズの取り組み
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【取り組みの方針や背景】
○ 介護人材が不足し、募集をしても人が来ない状況が続いているため、分業により高齢者や障害者を戦力化
することを検討。

○ 分業制度の検討と併せて、高齢者雇用を進めるために社内制度も変更。

【具体的な取り組み内容】
○ 分業制度
・業務を直接業務（介護に直接携わる業務）と間接業務（環境整備、掃除、洗濯、リネン交換、余暇活動）
に分類し、高齢者が間接業務を担う。仕事の範囲を限定、または習熟度により新たな役割の提案。

・業務の分担により、個々の職員の間接業務が減少。空いた時間の活用が図られた結果、離職率の低下、人
件費等の削減、職場の雰囲気の改善、利用者からのクレームの減少につながる。

○ 社内の制度の変更
①定年制度の引き上げ（60歳⇒66歳） ②継続雇用の延長（66歳⇒70歳）
③希望に応じた働き方の選択可（夜勤なしの正社員、短時間勤務、パート等）
④退職金の上乗せ制度 ⑤分業制度の導入
⑥社内検定制度の受験資格拡大（60歳以上も受験可） ⑦60歳以上の賞与増額（65歳まで）

【今後の展望】

○ 今働いている従業員の定着が重要。キャリアコンサルタントの配置や福利厚生を充実させることで、定着
を図っている。

取り組みのポイント

○創立：2012年12月２日
○従業員数：136人（うち60歳以上32人）（いずれも2019年２月末日現在）
○事業内容：介護付有料老人ホーム、グループホーム、小規模多機能型居宅介護の運営

企業概要

有限会社ウェルフェア三重の取り組み
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【取り組みの方針や背景】
○ 定年を機に経験豊富な人財が社外へ流出する一方、嘱託として会社に残った社員はモチベーションの低下
が見られた背景があり、経験豊富なシニア社員を戦力として活用する、65歳定年制を導入。

【具体的な取り組み内容】
○ 65歳定年制
・65歳定年制は、原則として60歳での役職定年。以下の４コースを設定し役割を明確化。
①理事コース：役職定年の例外として引き続きライン管理職の役割を担う。（事業所長、本社部門長格）
②シニアマネージャーコース：同上。（事業所の部門責任者格）
③メンターコース：自身の人脈、経験、知識を後進に指導・伝承することが主業務。
④プレイヤーコース：ベテランプレーヤーとして現業の第一線での業務を担う。
・年収水準は①及び②は59歳とほぼ同水準、③及び④は６～７割。ボーナスは組織業績と個人査定で変動。

○ アクティブエイジング制度
・65歳定年以降の１年契約の嘱託再雇用制度。年齢の上限なし。
・健康面と生活への配慮として週４日勤務。
・月20万円の給与と企業年金を合わせると65歳の収入と遜色なく、半分以上が制度を利用。

【今後の展望】

○ 人件費の負担はあるものの、シニア人材が経験を活かして安全や品質を守る仕事を担うことで、若手社員
は営業や商品開発などの前向きな仕事に注力することができ、企業の成長力につながると考えている。

取り組みのポイント

○創立：1955年４月５日
○従業員数：16,275人（単体）（2018年4月1日現在）
○事業内容：建設業（住宅、賃貸住宅、商業施設、事業施設、マンション、環境エネルギー、海外事業など）

企業概要

大和ハウス工業株式会社の取り組み
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【取り組みの方針や背景】
○(1)シニアマーケットでのトップブランドを構築するという経営戦略、（2）従業員のライフスタイルの変化、
(3）政府からの雇用延長の要請、（4）シニア層の活躍推進を背景として、従業員を長く元気に活躍させる取
り組みの一環として、65歳定年制度と70歳までの継続雇用制度を導入。

【具体的な取り組み内容】
○ 65歳定年制度
・内務員約2,400名を対象に65歳定年制度を導入。
・57歳での役職定年・特別職員制度を廃止し、年齢による一律の処遇切り下げを廃止。
・58～60歳の役職定年後の給与を２割引き下げる従来の制度を全て廃止し、新入社員から65歳まで同じ人事
処遇体系とした。

○ 70歳までの継続雇用制度
・66～70歳については、65歳の定年後、「健康かつ評価が標準以上の者」を対象とする継続雇用制度を導入。
・希望者の8～9割程度は雇用される見込み。

【今後の展望】

○ 10年後には社員の２割が60歳以上となるため、シニア層の役職登用、本社部門以外への人員配置など、計
画的な人材育成および人事運用が検討課題。

取り組みのポイント

○創立：1893年５月30日
○従業員数：2,407人（内勤職員）、8,942人（営業職員）（いずれも2018年３月末日現在）
○事業内容：保険業（家庭向け保険商品が主要）

企業概要

太陽生命保険株式会社の取り組み



【取り組みの方針や背景】
○ 高齢者の技術指導員による技術継承と人材育成のため高齢者雇用の推進を検討。その際、60歳以降の処遇
について納得性を高めるよう、60歳以前との役割の違いを明確化し、職務内容に基づく賃金制度を設定。

【具体的な取り組み内容】
○ 再雇用制度
・再雇用を65歳から66歳まで延長。会社が必要と認めた者はそれ以降も延長。（最年長が77歳、70歳以上の
嘱託社員は計３名）

・60歳以降「技術指導員」として人事発令し、現役社員との役割を明確化。
・全社の職業能力体系図（中央職業能力開発協会の職業能力ユニット）を整理。

○ 高齢者向けの人事評価制度
①「職務変更比較評価型賃金計算法」（独立行政法人高齢・障害・求職者支援機構）に基づき４つの観点
（職務内容、職務責任、職務転換、就業形態）から職務内容を比較し、賃金を決定。
②ジョブ・カードを活用した職務能力評価。

【今後の展望】

○ 定年の引き上げ、希望者全員の再雇用などの課題について、これまでの高年齢者雇用で取り組みを評価し、
段階的にPDCAサイクルで進める。

取り組みのポイント

○創立：1969年１月16日
○従業員数：52人（いずれも2019年３月１日現在）
○事業内容：建設業（電子通信工事業）、各通信関連会社通信工事の施工、メンテナンス、工事設計

企業概要

七欧通信興業株式会社の取り組み
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